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　金融庁では、これまで、資本市場の機能の発
揮や魅力の向上等を通じて、我が国全体の最適
な資金フローを実現し、企業価値の向上と収益
の果実を家計にもたらしていくという好循環を
図っていくため、様々な施策を進めてきま
した。
　しかしながら、金融・資本市場全体を見る
と、いまだ現預金が家計金融資産の過半を占め
る状況が継続している等、豊富な資産が十分に
運用・活用されていると言える状況には至って

いません。
　このため、全体として資本市場の機能を強化
し、我が国全体の資金の流れを最適化していく
ことを目指し、有効と考えられる施策を推し進
める必要があります。本稿では、それらの施策
の中から、コーポレートガバナンス改革、企業
情報の開示の充実、会計監査の信頼性確保及び
会計基準の高品質化に係る取組みを紹介し
ます。
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Ⅰ．コーポレートガバナンス改革

　コーポレートガバナンス改革については、成
長戦略の一環として、機関投資家の行動原則で
あるスチュワードシップ・コード（2014 年策
定、2017 年改訂）及び上場会社の行動原則で
あるコーポレートガバナンス・コード（2015
年策定）の整備を行うなど、各般の施策を実施
したことで改革の枠組みは整ってきています。
　両コードを「車の両輪」として、コーポレー
トガバナンスの強化に向けた取組みが進められ
てきたところ、独立社外取締役を 2名以上選任
する企業の大幅な増加や、金融法人を中心とし
た政策保有株式の縮減に向けた動き、個別の議
決権行使結果の公表を実施する機関投資家の増
加など、一定の進捗が見られる一方で、多くの
企業において、なお経営陣による果断な経営判
断が行われていないのではないか、また投資家
についても、企業との対話の内容が依然として
形式的なものにとどまり、企業に「気づき」を
もたらす例は限られているのではないか等の指
摘がされました。
　こうした指摘を踏まえ、スチュワードシッ
プ・コード及びコーポレートガバナンス・コー
ドのフォローアップ会議（フォローアップ会
議）において、「新しい経済政策パッケージ」
（2017 年 12 月 8 日閣議決定）に沿って、以下
の内容の提言が行われ、これを受けて 2018 年
6 月に「投資家と企業の対話ガイドライン」の
策定とコーポレートガバナンス・コードの改訂
が行われました。
・企業が自社の資本コストを的確に把握し、事
業ポートフォリオの見直し等の果断な経営判
断を行うこと
・企業が設備投資・研究開発投資・人材投資等
への経営資源の配分を戦略的・計画的に行
い、手元資金の活用を含めた適切な財務管理

の方針を策定・運用すること
・CEO の選解任について、独立した指名委員
会の活用等を含め、客観性・適時性・透明性
ある手続きを確立すること

・取締役会の構成に関し、取締役会が全体とし
てその役割・責務を実効的に果たすための知
識・経験・能力を十分備えるとともに、ジェ
ンダーや国際性等の多様性を確保すること

・政策保有株式について、企業が政策保有に関
する方針を明確化し、保有目的や保有に伴う
便益・リスクの検証を行うとともに、自社の
株式を政策保有株式として保有している会社
から当該株式の売却等の意向が示された場合
には、売却等を妨げないこと

・企業年金のアセットオーナーとしての機能発
揮の観点から、母体企業が企業年金に対し
て、運用に関する資質を備えた人材を計画的
に登用・配置する等の取組みを行うこと

・企業がいわゆる「ESG 要素」も含め、非財
務情報について、法令に基づく開示を適切に
行うとともに、法令に基づく開示以外の情報
提供にも主体的に取り組むべきであること

　こうしたなか、投資家と企業による取組みを
「形式」から「実質」へと深化させていくこと
が引き続き課題であることから、改訂後の両
コード及び「投資家と企業の対話ガイドライ
ン」を踏まえ、以下の取組みに向け、フォロー
アップ会議を開催し、2019 年 6 月の株主総会
シーズンまでに、投資家と企業との実効的な対
話や企業の取組みのベストプラクティスを含む
検証結果を公表することにより、コーポレート
ガバナンス改革の更なる進展につなげていくこ
ととしています。
・コーポレートガバナンスに関しては、資本コ
ストを意識した経営の状況、政策保有株式の
縮減に向けた取組状況、取締役会における
ジェンダーや国際性等の多様性確保の進展状
況等について検証を行う。
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・運用機関に関しては、投資先企業の持続的成
長に資する議決権行使を行う観点から、個別
の議決権行使結果の公表状況、議決権行使助
言会社の活用状況や、企業との実効的な対話
の進捗等について検証を行う。
・アセットオーナーに関しては、企業年金のス
チュワードシップ活動の後押しを行い、その
機能の実効的な発揮を促す観点から、企業年
金やその母体企業の取組状況について検証を
行う。

Ⅱ．会計・監査・開示制度

1．開　示
　企業情報の開示は、投資家の投資判断に必要
な情報を提供することを通じて、資本市場にお
ける効率的な資源配分を実現するための基本的
インフラであり、投資判断に必要とされる情報
を十分かつ正確に、また適時に分かりやすく提
供することが求められます。
　2017 年 11 月に金融審議会に設置された
「ディスクロージャーワーキング・グループ」
においては、こうした考えの下、「企業情報の
開示及び提供のあり方」について幅広い検討を
行い、2018 年 6 月、報告書をとりまとめま
した。
　報告書においては、企業情報の開示の充実の
ため、以下の内容の提言が行われております。
・財務情報、及び、財務情報をより適切に理解
するための記述情報（例えば、経営戦略、経
営者による経営成績等の分析（MD＆A）、
リスク情報など）の充実
・企業と投資家との対話の観点から求められる
ガバナンス情報（例えば、政策保有株式、役
員報酬に係る情報など）の提供
・情報の信頼性を投資家が判断する際に有用な
情報（例えば、監査人の継続監査期間など）

の充実と情報の適時な提供
・EDINET の利便性の向上、有価証券報告書
の英文による開示の推奨

　金融庁においては、これらの提言を受け、投
資判断に必要な情報提供の確保や企業と投資家
の建設的な対話の一層の促進に向け、以下の取
組みを進めています。
・役員報酬や政策保有株式の開示の充実を含
め、上記報告書に盛り込まれた諸施策の実現
のため、「企業内容等の開示に関する内閣府
令」の改正案を 2018 年 11 月に公表しまし
た。当該改正については、2019 年 3 月 31 日
以後に終了する事業年度に係る有価証券報告
書から、順次適用する予定です。

・あわせて、ルールへの形式的な対応に留まら
ない開示の充実に向けた企業の取組みを促す
ため、企業が経営目線で経営戦略・MD＆A・ 
リスク等を把握・開示していく上でのプリン
シプルベースのガイダンスを策定するととも
に、一部企業のベストプラクティスを全体に
浸透させるため、開示内容や開示への取り組
み方に関するベストプラクティスの収集・公
表を行う予定です。

　また、2017 年 5 月の金融商品取引法改正に
より導入され、2018 年 4 月に施行されたフェ
ア・ディスクロージャー・ルールについては、
上場会社等による早期の情報開示、ひいては開
示を通じた投資家との対話がより充実するよ
う、引き続き、ルールの趣旨の浸透を図る取組
みを進めていきます。
　有価証券報告書と事業報告・計算書類の記載
内容の共通化や一体化に向けた取組みについて
は、引き続き、関係省庁と連携し、一体的な開
示を行おうとする企業の試行的取組みを支援し
つつ、一体的開示例や関連する課題等について
の検討を進めていきます。
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2．会計監査
　近年、我が国において、不正会計事案等を契
機として会計監査の信頼性が改めて問われたこ
とを受け、「会計監査の在り方に関する懇談会」
において検討が行われ、2016 年 3 月、監査法
人のマネジメントの強化、監査法人の独立性の
確保等、「第三者の眼」による会計監査の品質
のチェック、会計監査に関する情報提供の充実
等に向けた幅広い取組みが提言されました。
　同提言を踏まえ、これまで、「監査法人のガ
バナンス・コード」の策定（2017年3月）、「監
査法人のローテーション制度に関する調査報告
（第一次報告）」の公表（同年 7月）等に取り組
みました。
　また、最近では、会計監査に関する情報提供
の充実の観点から、企業会計審議会において監
査報告書の透明化についての検討を行い、2018
年 7 月に、監査報告書に、財務諸表の適正性に
ついての意見表明に加え、「監査上の主要な検
討事項」の記載を求めること等を内容とする監
査基準の改訂を行いました。
　具体的な改訂内容については、監査人は、監
査の過程で監査役等と協議した事項の中から、
・特別な検討を必要とするリスクが識別された
事項、又は重要な虚偽表示のリスクが高いと
評価された事項
・見積りの不確実性が高いと識別された事項を
含め、経営者の重要な判断を伴う事項に対す
る監査人の判断の程度
・当年度において発生した重要な事象又は取引
が監査に与える影響
等について考慮し、職業的専門家として特に重
要であると判断した事項を絞り込み、「監査上
の主要な検討事項」を決定し、監査報告書に当
該区分を設けて、①「監査上の主要な検討事
項」の内容、②監査人が、当年度の財務諸表の
監査における特に重要な事項であると考え、
「監査上の主要な検討事項」であると決定した

理由、③監査における監査人の対応を記載する
こととされています。
　「監査上の主要な検討事項」の記載に関する
改訂監査基準は、2021 年 3 月決算にかかる財
務諸表の監査から適用しますが、それ以前から
適用することを妨げないとされています。ま
た、東証 1 部上場企業については、2020 年 3
月決算の監査から早期適用が行われることが期
待されています。
　これを踏まえ、9月に公表した「財務諸表等
の監査証明に関する内閣府令」の改正案におい
ては、2021年3月決算の監査からの適用（2020
年 3 月決算の監査から早期適用することも可）
を予定しています。
　今後も、会計監査の信頼性確保に向け、会計
監査に関する情報提供の充実に関し、改訂監査
基準の実施に向けた制度整備を進めるととも
に、通常と異なる監査意見が表明された場合
等、監査人に対してより詳細な資本市場への情
報提供が求められるケースにおける対応のあり
方について、関係者と連携しつつ検討を進めて
いきます。

3．会計基準
　会計基準は、投資家が投資判断を行うに当
たって企業の経営成績や財政状態等を測定する
ための、資本市場における重要なインフラであ
ることを踏まえ、我が国上場企業等において使
用される会計基準を、より高品質なものとする
ことが必要です。そのため、金融庁では、関係
者と連携して、以下の取組みを行いました。
・IFRS の任意適用企業は、着実に増加してお
り、2018 年 10 月現在で 198 社（全上場企業
の時価総額の 32.54％）となっています。こ
うした動きを更に後押しするべく、2018 年 3
月に IFRS へ移行した企業の経験を共有する
ためのセミナーを開催したほか、銀行業の
IFRS 適用を促すため銀行法施行規則等を改
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正しました。
・国際的な会計基準の質の向上に貢献するとと
もに、我が国の考え方を国際的な会計基準に
反映する観点から、企業会計基準委員会
（ASBJ）において、のれんの会計処理やリ
サイクリングについて国際会議の場で意見発
信を行っています。こうした取組みを通じ
て、2018 年 3 月には、国際会計基準審議会
（IASB）が公表した「概念フレームワーク」
の改訂版においては、その他の包括利益に計
上した項目について、原則として、純損益に
リサイクリングすることが明記されました。
ただし、例えば「リサイクルすべき期間・金
額が明確でない場合」については、例外的に
リサイクリングしないこととされています。
また、のれんの会計処理については、2018
年 7 月の IASB において、のれんの会計処理
の簡素化のための選択肢の一つとして定期償
却の再導入の是非を検討することが決定され
ました。
・我が国の会計基準を国際的に整合性のある、
高品質なものとしていくため、ASBJにおい
て、2018 年 3 月に収益認識基準を策定・公
表しました。また、同年 3月に公正価値測定

に関する会計基準の開発に着手したほか、同
年 8月には金融商品会計基準の見直しについ
ての意見募集を開始しました。

・国際的な会計人材の育成については、IFRS
に関して国際的な場で意見発信できる人材の
育成、IFRS 等に関する知識・経験が豊富で
会計実務を支える人材の裾野拡大を目的とし
て、2017年4月に「国際会計人材ネットワー
ク」を構築しました。財務会計基準機構にお
いて、同ネットワーク登録者を対象に、国際
的に活躍する人材の経験・知識を共有するた
めのシンポジウムや、登録者同士の横のネッ
トワーク作りに役立てるための定例会を開催
しました。

　今後も引き続き、企業の財務情報が企業活動
をより適切に反映したものとなるよう、活力あ
る資本市場の実現のための重要なインフラであ
る会計基準の質の向上を目指し、関係者と連携
して、IFRS 任意適用企業の拡大促進や、IFRS
に関する国際的な意見発信の強化、日本基準の
高品質化に向けたASBJの取組みのサポート、
国際的な会計人材の育成の取組みを一体的に進
めていきます。


